
総
合
計
画

当
初
予
算

行
政
改
革

　

内
子
町
の
ま
ち
づ
く
り
は
、
19
年
度
に
策
定
し
た「
内
子
町
総
合
計
画
基
本
構
想
」に
基
づ
い

て
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
前
期
基
本
計
画（
19
～
22
年
度
）の
期
間
終
了
を
受
け
て
、
町
は
24
年

３
月
、
こ
れ
ま
で
の
実
践
を
点
検
・
評
価
し
、
後
期
基
本
計
画（
～
27
年
度
）を
策
定
し
ま
し
た
。

　

第
２
特
集
で
は
、
①
後
期
基
本
計
画
の
概
要
②
ま
ち
づ
く
り
実
践
の
た
め
の
平
成
24
年
度
当

初
予
算
③
行
政
改
革
の
進
捗
状
況
―
―
を
お
伝
え
し
ま
す
。

　

10
年
後
、
20
年
後
も
暮
ら
し
や
す
い
、
魅
力
あ
る
内
子
町
で
あ
る
よ
う
に
、
ま
ち
づ
く
り
に
つ

い
て
み
ん
な
で
一
緒
に
考
え
ま
し
ょ
う
。

　
総
合
計
画
は
、
ま
ち
づ
く
り
の
「
羅
針
盤
」で
す
。

　
後
期
基
本
計
画
は
世
界
金
融
危
機
、
民
主
党
に
よ
る

政
権
交
代
、
東
日
本
大
震
災
と
福
島
原
発
事
故
な
ど
、

歴
史
的
な
時
代
の
変
化
を
踏
ま
え
、
新
た
な
視
点
で
前

期
計
画
を
見
直
し
、
策
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
基
本
構
想
に
示
す
３
つ
の
ま
ち
づ
く
り
戦
略
①
地
域

の
魅
力
を
高
め
、
人
口
減
少
を
食
い
止
め
る
②
産
業
の

改
革
に
取
り
組
み
、
多
様
な
雇
用
を
創
造
す
る
③
町
民

の
自
治
力
を
強
化
し
、
安
全
・
安
心
の
地
域
を
つ
く
る

―
を
実
行
す
る
た
め
、
あ
ら
た
め
て
次
の
10
の
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
を
重
点
施
策
に
掲
げ
、
推
進
し
ま
す
。

内
子
の

ま
ち

づ
く
り

第
２
特
集

後期基本計画

内
子
町
総
合
計
画
後
期
計
画

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
10

　農業の再生と、山林の集約化、町
産材の活用、木質バイオマスの普及
などによる林業振興に取り組みます。

［具体的な取り組み］
⑴農産物の品質向上と新規作物導入
⑵自立する農家経営者の育成と農産
　物の販路拡大
⑶森林整備と木材利用の推進　など

01　よみがえれ農林業プロジェクト

　多くの町民が関われる農業のあり
方を追求するとともに、担い手を確
保するためＩターン者の受け入れを
支援します。計画期間内に約30㌶の
耕作放棄地の復元を目指します。

［具体的な取り組み］
⑴チャレンジ農業の奨励
⑵ Iターン者への内子暮らし支援

02　耕作放棄地再生プロジェクト

　町並み観光、村並み観光、山並み
観光の相互連携による相乗効果を高
め、総合的な観光施策を展開します。

［具体的な取り組み］
⑴ビジターセンターの整備
⑵内子観光の新展開（食文化創出、
　文化観光の推進他）
⑶手しごとのまち内子　など

05　内子ツーリズムプロジェクト

　内子町独自の視点と創意工夫で策
定された「景観まちづくり計画」を基
に、担い手の育成・支援を行います。

［具体的な取り組み］
⑴農村景観まちづくりの推進
⑵良好な景観区域の保全
⑶自治会による景観まちづくり活動
　の推進　など

08　美しい内子プロジェクト

　将来にわたり歴史や文化、環境を
基盤とした内子らしいまちづくりを
推進するため、「文化の道しるべ」と
なるさまざまな施策を推進します。

［具体的な取り組み］
⑴文化創造センターの機能強化
⑵「内子町誌」の編纂
⑶内子座町民劇の制作　など

09　文化の道しるべプロジェクト

　快適な歩行空間の整備、修景、演
出など、今後の観光地づくりに欠か
せない「街歩き型観光地」を目指し
た取り組みを行います。

［具体的な取り組み］
⑴歩きたくなるまちの整備
⑵おしゃれなまちづくり事業
⑶歴史に触れる道づくり　など

06　歩きたくなるまちプロジェクト

　ものづくり、農林、観光などの他
産業と商業が連携して商店街を活性
化する試みを支援します。医商連携、
買い物弱者支援にも取り組みます。

［具体的な取り組み］
⑴ビジターセンターの周辺整備事業
⑵空き店舗対策事業
⑶Ｗ

ワ イ フ ァ イ

ｉ－Ｆｉ商店街事業　など

03　元気商店街プロジェクト

　企業誘致、町の活性化につながる
人材の受け入れを目指し、きめ細か
い施策を展開します。

［具体的な取り組み］
⑴企業誘致の強化
⑵空き家修繕、移住体験住宅整備
⑶移住サポーター組織の立ち上げ
⑷移住促進の情報提供

04　うちこんかいプロジェクト

　町民の食生活をより安全で豊かな
ものにするとともに、町外から訪れ
る観光客に魅力的な「内子の食」を
提供していきます。

［具体的な取り組み］
⑴内子の食づくり事業
⑵学校のごちそう事業
⑶「内子グルメ」づくり事業　など

07　内子の食プロジェクト

　小規模・高齢化集落対策を進める
ためのさまざまな事業を関連づけ、

「絆の里づくり」事業として総合的に
取り組みます。

［具体的な取り組み］
⑴交通対策
⑵伝統文化の継承
⑶買い物弱者対策　など

小規模・高齢化集落対策関係事業

　自治会とその他のさまざまな地域
づくり活動団体が協働できる体制づ
くり、地域づくり活動の担い手育成
など、自治力の強化を図ります。

［具体的な取り組み］
⑴自治力強化のための人材育成
⑵自治会間、地域間連携の推進
⑶コミュニティビジネスの開拓　など

10　自治力強化プロジェクト
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自主財

源
　
　
　
　
　

　　　依存
財

源

義

務
的
経
費
　
     　投資的経費

24年度 23年度 増減率
一般会計 9,000,000 9,550,000 ▲   5.8
特別会計 5,377,109 5,412,455 ▲   0.7
住宅新築資金等貸付事業 1,673 2,789 ▲ 40.0
小田高校寄宿舎 7,087 7,397 ▲   4.2
国民健康保険事業 2,453,065 2,443,776 0.4
後期高齢者医療保険事業 214,862 205,563 4.5
介護保険事業 2,240,000 2,189,595 2.3
介護保険サービス事業 17,900 19,360 ▲   7.5
簡易水道事業 175,695 274,786 ▲ 36.1
公共下水道事業 266,827 269,189 ▲   0.9

平成24年度会計別予算額　　　　　　　　　　 （千円・％）       

■性質別分類の歳出額 歳 出 歳 入

県支出金
660,968千円

（▲ 18.5％）

その他177,888千円
（＋ 7.6％）

扶助費
842,082千円

（▲ 8.4％）

普通建設事業費
651,845千円
（▲ 29.4％）

物件費
1,164,012千円

（＋ 12.7％）

繰出金
1,170,739千円

（▲ 3.9％）

補助費など
1,457,998千円

（▲ 9.8％）

公債費
1,497,274千円
　　（▲ 6.3％）

人件費
2,038,162千円

（▲ 1.8％）

町税
1,367,660千円

（＋ 3.4％）

地方譲与税他
390,320千円（▲ 8.5％）町債

663,400千円
（▲ 11.8％）

国庫支出金
453,755千円
（▲ 29.9％）

繰入金他
 363,897千円

（▲ 25.8％）

（　）は前年度比

繰越金
200,000千円

（0.0％）

地方交付税

 4,900,000千円（0.0％）

総
合
計
画

当
初
予
算

行
政
改
革

平成24年度当初予算

源
は
71
億
円（
78
・
５
㌫
）で
す
。

　

歳
出
は
、
義
務
的
経
費
で
あ

る
人
件
費
が
３
６
８
７
万
円（
23

年
度
比
１
・
８
㌫
）減
少
し
ま
し

た
。
普
通
建
設
事
業
費
は
、
防

災
拠
点
機
能
強
化
の
た
め
の
非

常
用
発
電
機
設
置
、
内
子
小
学

校
屋
内
運
動
場
耐
震
補
強
な
ど

を
新
た
に
計
上
し
ま
し
た
が
、

「
ま
ち
づ
く
り
交
付
金
事
業
」な

ど
が
終
了
し
た
こ
と
で
、
23
年

度
に
比
べ
て
２
億
７
１
９
１
万

円（
同
29
・
４
㌫
）
減
少
し
て

い
ま
す
。
扶
助
費
は
、「
児
童

手
当
法
」
の
改
正
な
ど
に
よ
り

７
７
２
９
万
円（
９
・
８
㌫
）の

減
、
公
債
費
は
、
借
入
額
よ
り

元
利
償
還
額
の
方
が
多
い
た

め
１
億
１
３
７
万
円（
同
６・３

㌫
）の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
内
子
町
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ（「
分
か
り
や
す
い
予
算

書
を
作
成
し
ま
し
た
」）
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。

　

http://w
w

w
.tow

n.uchiko.

　

ehim
e.jp

【
問
い
合
わ
せ
】

総
務
課
政
策
調
整
班　

財
政
係

☎
０
８
９
３
︵
４
４
︶６
１
５
１

　

24
年
度
当
初
予
算
が
３
月

議
会
定
例
会
で
可
決
さ
れ
ま
し

た
。
一
般
会
計
予
算
は
90
億
円

で
、
23
年
度
に
比
べ
５
億
５
０

０
０
万
円（
▲
５
・
８
㌫
）減
少

し
て
い
ま
す
。

　

総
合
計
画
後
期
基
本
計
画
の

実
現
を
目
指
し
、
安
全
・
安
心

な
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
、

選
択
と
集
中
に
よ
り
施
策
を
展

開
し
て
い
き
ま
す
。

　

24
年
度
の
歳
入
は
、
税
制
改

正
に
よ
り
、
町
税
が
前
年
度
に

比
べ
て
４
５
６
０
万
円
増
加

し
ま
し
た
。
し
か
し
国
庫
支
出

金
と
県
支
出
金
が
合
わ
せ
て

３
億
４
４
０
０
万
円
減
少
し
た

た
め
、
３
億
４
５
０
０
万
円
の

臨
時
財
政
対
策
債
を
起
債
し
、

歳
入
を
確
保
し
ま
し
た
。

　

歳
入
の
う
ち
、
自
主
財
源
は

19
億
円（
21
・
５
㌫
）、
依
存
財

国
庫
支
出
金
な
ど
が
大
幅
減

臨
時
財
政
対
策
債
で
確
保

24
年
度

ま
ち
の
予
算

一般会計の当初予算額の推移

90億円

93億
4,400万円

90億
6,000万円

89億
6,000万円

95億
5,000万円

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

本庁・分庁の耐震診断 7,482
庁舎の非常用発電機設置工事 49,185
地域防災計画見直し業務 3,266
がけ崩れ防災事業補助（町単） 6,000

防災関係　　　　　　　　　　　　　 （千円）

温暖化対策補助金（太陽光発電他） 3,850
こばと保育園ＬＥＤ化工事 4,515
住環境整備促進補助（下水・合併槽） 6,600

環境・省エネ　　　　　　　　　　　 （千円）

五城保育園改築設計委託 8,432
子育て支援センター改築設計委託 2,111
内子小学校屋内運動場耐震補強 100,433
医療扶助（小学生までの無料化他） 44,200
小田地区学校建築関係

（敷地造成、園舎解体他） 70,660

子育て・教育　　　　　　　　　　　 （千円）

羽田空港ビル情報発信イベント 1,139
中国青島交流事業 1,587

観光振興　　　　　　　　　　　　　 （千円）

庁舎の高圧受電設備更新工事 67,961
藤華苑待合室増築設計委託 1,470

その他　　　　　　　　　　　　　　 （千円）

当初予算に計上した主な事業

［歳　入］
自主財源　　町が自主的に集められるお金
依存財源　　国や県から交付されるお金や町債
町税　　　　町に納める税金（町民税、固定資産税など）
繰入金　　　基金などから一般会計に繰り入れるお金
地方交付税　全ての市町村が一定の行政サービスを行
　　　　　　えるように国が交付するお金
国庫支出金　町が行う事業に対して国が交付するお金
県支出金　　町が行う事業に対して県が交付するお金
町債　　　　借入金のうち長期にわたり返済するもの
地方譲与税　国税として集め、全部または一部が市町
　　　　　　村に譲与されるお金

［歳　出］
性質別分類　経済的性質を基準とした分類。義務的経
　　　　　　費・投資的経費・その他に分けられます
義務的経費　町の運営のために必ず支払わなければな
　　　　　　らないお金
投資的経費　施設や道路整備など、生活基盤を整える
　　　　　　ために使うお金
扶助費　　　社会保障制度の一環として、現金や物品
　　　　　　などを支給する費用
公債費　　　借入金の返済にかかる費用
物件費　　　消耗品や業務委託料など
繰出金　　　一般会計から特別会計などへ繰り出すお金

語句の説明

24年度一般会計予算は

（前年度比５・８㌫減）

90億円

防
災
拠
点
機
能
強
化
や
学
校

耐
震
化
な
ど
に
予
算
を
配
分
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民間委託などの推進３地域自治システムの確立４ 定員管理と給与の適正化２ 事務事業の再編・整理、
外郭団体の見直し１

総
合
計
画

当
初
予
算

行
政
改
革

　
内
子
町
は
平
成
17
年
度
か
ら
、
安
定
し
た
行
財
政
運
営
を
進
め
る
た
め
に
行
政
改
革
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

「
内
子
町
行
政
改
革
第
２
期
計
画
」に
基
づ
く
23
年
度
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
３
月
27
日
、
内
子
町
行
政
改
革
推

進
委
員
会
（
門
田
秀ひ

で

夫お

会
長
）に
報
告
し
承
認
を
受
け
ま
し
た
の
で
、
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

①自治会運営費補助金や地域づくり事業費補助
　金の見直しを行う
→市街地と山間部の自治会運営費補助金や自治
　会長・事務局長報酬の均衡を図るため、交付
　基準を見直し、24年度から実施します。（自
　治会運営費補助金は24年度から３カ年かけ
　て段階的に調整します）
→地域づくり事業費補助金の交付基準の見直し
　を進めています。25年度事業から適用できる
　よう継続して協議します。
②小規模高齢化集落の交通対策や買い物支援な
　ど、元気な地域づくりを推進します。
→内子町商工会に委託し、大瀬、小田の両地区
　を対象に買い物弱者支援モデル構築事業を行
　いました。今後、成果と課題を検証し、支援
　制度のあり方を検討します。

行政改革推進委員会の意見　

地域づくり事業は、福祉分野や経済活動分野
を対象にしてはどうか。またコミュニティビジ
ネスは、一つの自治会だけで取り組むことは難
しいため、自治会の連携や複数年にわたる継続
事業を検討してほしい。

町の回答
　地域づくり事業では、花木の植栽事業の割合
が多く、年々事業の要望が少なくなっていま
す。このため、24年度中に補助の対象や採択要
件を見直す予定です。継続事業や自治会の連携
も大切と考えており、検討を進めます。

①民間の創意工夫により効果的に行政サービス
　を提供できるものは、積極的に委託を進める
→大平・南山地区でのデマンドバス運行の検証
　を踏まえ、小田地区全域のデマンド化につい
　て地元自治会などと協議しました。24年８月
　からの運行を目指します。
→五城保育園を25年度から民営化することと
　し、保育園、子育て支援センターの今後の方
　向性を検討しました。
②指定管理者制度を導入した施設の検証と新規
　施設の検討を行う
→運営状況を調査し、指定期間満了を迎えた６
　施設については、公の施設指定管理者選定委
　員会で検証を行いました。指摘事項などはあ
　りませんでした。
→旧長田小学校舎を活用した「内子町田舎生活
　体験宿泊施設（田舎生活体験「長田学校」）」
　の指定管理者に、地元有志の会である「長田
　まめなぎ会」を指定しました。
→指定管理者制度の指定期間を「５年間」に統一
　しました。

行政改革推進委員会の意見　

デマンドバスの運行は完全に民間委託するの
か。また町営バスの運賃見直しはいつ行うのか。

町の回答
　車両を町が購入・貸与し、運行を民間に委託
します。運賃見直しは、町全体のバス路線の見
直しに合わせて検討します。小田地区全域のデ
マンド化に続き、五十崎・内子地区で地元協議
を進めることにしており、全体の運行路線が確
定した段階で運賃を見直します。

①世代間バランスが取れた新たな定
　員管理計画を策定し、適正な定員
　管理に努める
→今後、大幅な職員数の減少が予測
　されるため、組織を整理統合し、
　課長・班長制から課長・課長補佐
　制に改編しました。
→ 28年度までの５年間で55人が定
　年退職を迎える予定です。さらに
　24年度は退職手当の優遇措置が
　終了するため、早期退職者の増加
　も予想されます。世代間のバラン
　スを考慮し、採用職員を増やすな
　ど柔軟に対応します。
②組織や個人目標を明確にし、目標
　管理型の行政運営を行うため、人
　事評価制度を検討する。
→ 22年度から人事評価制度を試行
　し、効果を検証中です。

　

保育士や幼稚園教諭の臨時職員の
割合が多く、正職員の年齢も高くなっ
ている。計画的な人員確保を願う。

町の回答
　保育園では０歳児など入園者の低
年齢化が進み、臨時保育士の採用が
増えています。職員の採用は24年
度以降に検討します。

①第３セクター、地方公社の経営健
　全化を含む全事務事業の検証する
→㈶内子町国際交流協会を25年11
　月末までに新公益法人に移行する
　ための準備を進めています。
→大洲地区内子運動公園事務組合を
　23年度末で解散し、内子町単独で
　運営することで、事務を効率化し
　ます。
②町税や使用料の滞納金徴収率を向
　上させるための方策を検討する
→ 23年6月から滞納整理システム
　を導入し、体制を強化しました。
　滞納町税の収納に効果が現れ、収
　納率が上昇しています。
③利用していない教員住宅などの町
　有財産を処分（売却）する
→元田渡小学校教員住宅２棟（面積
　616㎡）と、郷の谷工業団地（面積
　2,213㎡）を売却しました。

　

土地開発公社の必要性に疑問を感
じる。解散を検討してはどうか。

町の回答
　土地開発公社の需要は年々減って
おり、所期の目的は終わったと考え
ます。解散する方向で検討していま
す。

取り組み目標　→結果取り組み目標　→結果取り組み目標　→結果取り組み目標　→結果

行政改革推進委員会の意見

行政改革推進委員会の意見

自治会の機能充実を図り、
魅力ある元気な地域づくりを推進します。

民間の創意工夫や競争原理を導入し、
効率的・効果的な行政サービスを提供します。

経費や補助金などを徹底的に見直し、
財政の健全化を進めます。

職員数を適正化し、
質の高い職員を育成します。

内子町の行政改革

行
政
改
革
の
進
捗
状
況
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